
新テロ特措法反対新テロ特措法反対

　アメリカの戦争に協力する自公政権はこれまでに220億円もの油をタダで提供してきまし
た。政府の発表した給油量に間違いが発覚し、テロ特措法の目的に違反してアフガン・イラク

空爆などに使われていた疑いが指摘されています。
　この4年間、アメリカとの交渉をしきってきた防衛省（庁）守屋前事
務次官が軍需商社と200回ものゴルフ・接待を繰り返し、「水増し請
求」や契約関与も取りだたされています。
　さらに久間防衛庁長官(当時)もこの商社から長官就任祝いの接待を
受けていたことも判明。現在軍需産業への天下りが475人、防衛省ぐ
るみの政官業癒着が明らかになってきました。

　政府は「テロとのたたかい」をかかげ、アメリカの戦争に荷担してきましたが、その結果は
市民の犠牲者が激増。米軍に家族を殺され、くらしは破壊され、テロの温床を広げています。

　いまや青年の二人にひとりがバ
イトか派遣など非正規雇用です。
なかにはキャノンのように偽装請
負で青年をくいものにするところ
も。トヨタやキャノンなどの過去
最高の利益はワーキングプアがそ
の源泉です。

　庶民は今年、定率減税の廃止で大増税でした。ところが
大企業と大金持ちは減税したままで税負担は増えていま
せん。

　御手洗会長は経済財政諮問会議の民間議員。年金財源に
消費税の6％アップを主張。企業負担を減らし、その分まで国民に押しつけようとしています。
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空前の利益には減税、庶民には負担押しつけ
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財務省「法人企業統計調査」（全産業・規模10億円以上）（当期末）から。
「税負担」は、「法人税、住民税及び事業税」と「租税公課」の合計
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お問い合わせは
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